
民間企業の研究活動に関する調査報告2013 （9月30日公表予定）

プロダクト又はプロセス・イノベーションのための情報源とし
て大学等又は公的機関を重要度・大とした企業の割合の日
本と欧州主要4ヵ国（英仏独伊）の比較

※ 数値は母集団でのプロダクト又はプロセス・イノベーションのための活動を実施した企業に占める割合の推計値。大学等又は公的機関
には、大学等の高等教育機関、政府、公的研究機関を含む。

※ 日本の数値は国際比較のために他国と同様の基準に合わせて、CIS2010 の中核対象産業のみを含めた全産業（中核）の推計値。なお日
本の調査対象年は全て2008年秋のリーマンショック以降。

出典：日本は、科学技術・学術政策研究所「第３回全国イノベーション調査」 NISTEP REPORT No.156（平成２６年３月）
日本以外は、“OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2013 ”

大学・研究機関の情報源としての重要性

図１－５／イノベーションの情報源としての大学・公的研究機関の重要性（国際比較）

○日本の企業は、他国企業に比べ、プロダクトまたはプロセス・イノベーションの情報源としての大学・公的研究機関の重要
性を認識している。
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図１－６／海外におけるオープンイノベーションの取組事例（Ｐ＆Ｇ）
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○Ｐ＆Ｇ（米）は、研究開発の効率化、新商品のよりスピーディな上市のため、2000年以降、新製品開発における外部の技術・
アイディアの取込みを推進。外部との協力によるイノベーションを50%にする目標を設定。

○社外の技術を取込むための担当役員や専門職員を設置するとともに、ウェブサイトで新製品開発のための技術ニーズを公
開・募集。

出典：経済産業省 産業構造審議会産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会
中間とりまとめ（案）参考資料集
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図１－７／ハードウェアの進化

○ＣＰＵの速度、ストレージの容量、ネットワークの速度は指数関数的に進化している。

※ 総務省「ICT新事業創出推進会議」（第3回）木谷構成員提出資料

※ http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h26/html/nc131110.html
licensed under CC-BY 2.1 JP http://creativecommons.org/licenses/by/2.1/jp/

出典：総務省「平成26年版 情報通信白書」（平成26年7月）


